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〇 背景 

 地方公共団体における財務書類の整備については、総務省から平成１２年と１３年に普通会計

の貸借対照表（バランスシート）、行政コスト計算書及び地方公共団体全体のバランスシートの

モデルが示されて取組が始まり、平成１８年には基準モデルと総務省方式改訂モデルが示され、

財務書類の整備に積極的に取り組むこととされてきました。 

  その後、発生主義・複式簿記の導入、固定資産台帳の整備により客観性・比較可能性をもった

「統一的な基準」による地方公会計の整備の方針が平成２６年に示され、平成２７年１月の総務

大臣通知により、平成２９年度までの「統一的な基準」への移行を要請されました。 

本市においても、平成２８年度決算から統一的な基準により財務書類４表を作成しています。 

 

 

〇 効果 

 ・財務書類４表を作成することにより、富田林市が所有する全ての資産と債務が把握できるよう

になります。 

・発生主義によって現金主義会計を補完し、減価償却費などの見えにくいコストを正確に把握で

きるようになります。 

・固定資産台帳の整備により、公共施設マネジメント等への活用が可能となります。 

 

 

※表示単位未満の数字は四捨五入しています。端数処理をしていないため、合計・差額等が一致し

ない場合があります。 

 

 

  

はじめに 
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① 貸借対照表（バランスシート） 

・貸借対照表とは、会計年度末時点で市の所有する現金や建物・道路・土地などの資産や、その

形成のために投資された資金や借金などの負債がどのくらいあるかを示すもので、資産・負債・

純資産（資産と負債の差額）の３つの要素から構成されています。 

・左側に市民の財産や権利など、将来にわたる様々な行政サービスを提供する「資産」、右側に

それを築くための借入金など将来の世代が負担することになる「負債」、国や府からの補助金、

市税などにより過去及び現世代が負担し、返済の必要がない「純資産」として記載されていま

す。 

 

 令和５年度決算における貸借対照表の概略（一般会計等） 

資産（現時点で保有する資産） 

８３,８９５百万円     

（前年度比△６８１百万円）    

負債（将来世代への負担） 

３３,８２０百万円     

（前年度比△２,１５３百万円）    

                （前年度比） 

事業用資産   ５４,９９３百万円（328） 

（市役所、学校などの土地・建物など） 

うち土地  ３１,６０３百万円 

うち建物  ２２,３９０百万円 

インフラ資産  １４,６４０百万円（△101） 

（道路、橋などの土地・設備など） 

うち土地    ９,８２８百万円 

うち工作物   ４,７４０百万円 

基金      １２,１５５百万円（△164） 

現金預金      ８５９百万円（△711） 

その他     １,２４８百万円（△33） 

                （前年度比） 

地方債     ２７,７８６百万円（△1,183） 

退職手当引当金  ５,０６３百万円（△938） 

賞与等引当金     ５８７百万円（△16） 

その他       ３８４百万円（△16） 

 

純資産 

（過去及び現世代の負担。資産と負債の差額） 

５０,０７５百万円     

（前年度比１,４７２百万円）    

 

純資産合計   ５０,０７５百万円（1,472） 

 

資産合計 

８３,８９５百万円     

（前年度比△６８１百万円）    

負債及び純資産合計  

８３,８９５百万円     

（前年度比△６８１百万円）    

 

令和５年度は、前年度に比べ、資産が約６億 8,１００万円の減となりました。主な要因は、多文

化共生・人権プラザ建設に係る増（約４.８億円）、ケアセンターの施設改修工事による増（約３.5

億円）、新庁舎建設工事による増（約２.６億円）、すばるホールなど公共施設の防水改修工事による

増（約２.８億円）、市道の拡幅・延長などの改良工事による増（約２.２億円）、消防団第 10 分団

車庫改修工事などその他の公共施設改修工事による増（約７.７憶円）、公共施設整備基金などの取

崩による基金の減（約△１.６億円）、前年度剰余金を活用した地方債の繰上償還などによる現金預

金の減（約△７.１億円）、減価償却iによる減（約△２１.７億円）などです。 

 また、負債が約２１億５,３００万円の減となりました。主な要因は、臨時財政対策債の借入額減

少や繰上償還の実施などによる地方債残高の減（約△１１.８億円）です。 

 資産から負債を引いた純資産は約１４億７,２００万円の増となりました。 

                                                   
i 減価償却：固定資産等で時間の経過とともに価値が減少するものの減少した価値を、使用可能期間にわたって分割して費用とし

て計上すること。 

一般会計等における財務書類４表の概要 
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② 行政コスト計算書 

・行政コスト計算書とは、４月１日から３月３１日の一年間において、行政サービスの提供に掛

けた費用（経常的な費用）と、それに対応する使用料・手数料などの収益（経常的な収益）を

比較して示すものです。 

・経常的な費用と収益の差額である純行政コストによって、一年間の行政活動のうち、資産形成

に結びつかない経常的な行政サービスについて、税収等でまかなうコストがどのくらいあるの

かが明らかになります。 

 

令和５年度決算における行政コスト計算書の概略（一般会計等） 

費用合計（行政サービスに掛けた費用） 

４２,１５３百万円     

（前年度比７０７百万円）    

収益合計（行政サービス利用者の負担等） 

１,７００百万円     

（前年度比△５０百万円）    

                （前年度比） 

 人件費      ７,５９１百万円（△897） 

（職員の給与など） 

物件費等     ８,９００百万円（△826） 

（業務委託、減価償却、備品購入費など） 

補助金等      ６,４０３百万円（1,365） 

（団体や市民への補助金） 

社会保障給付  １３,４３２百万円（591） 

（介護保険や国民健康保険の給付費など） 

他会計への繰出金 ４,７９４百万円（53） 

（介護保険や国民健康保険会計などへの繰出） 

その他      1,０３３百万円（421） 

                 （前年度比） 

使用料・手数料    ８９９百万円（30） 

（行政サービスの利用者が負担する手数料等） 

その他収益      ８０１百万円（△46） 

（競艇配分金、雑入など） 

資産売却益        ０百万円（△34） 

（市有財産の売却による収入） 

 

純行政コスト（税収及び国府等補助金でまかなうコスト） 

４０,４５３百万円     

（前年度比７５７百万円）    

 

 令和５年度は、前年度に比べ、純行政コストが約７億５,７00 万円の増となりました。主な要因

として、補助金等が約１３.７億円増（非課税世帯等への物価高騰対策給付金の実施や南河内環境

事業組合負担金の増などによるもの）、社会保障給付が約５.９億円増（介護・訓練等給付費などの

障がい者福祉にかかる扶助費や民間保育所等への負担金の増などによるもの）となり、人件費が約

９億円減（退職手当引当金の減などによるもの）、物件費等が約８.３億円減（新型コロナウイルス

ワクチン接種業務の縮小やキャッシュレス決済消費喚起事業の終了などによる委託料の減などに

よるもの）となった額を上回ったことで、費用が全体として増となったことがあげられます。 
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③ 純資産変動計算書 

・純資産変動計算書とは、貸借対照表に示される純資産の変動を明らかにするものです。 

・総額としての純資産の一年間の変動に加え、それがどのような財源や要因によって年度内で増

減したかの情報を表示します。 

 

  令和５年度決算における純資産変動計算書の概略（一般会計等） 

前年度末純資産残高 

４８,６０３百万円     

年度中の純資産の増減 

１,４７２百万円  

（前年度比△５００百万円）       

                     （前年度比） 

純資産の増加（＋）    ４１,８６０百万円（429） 

うち税収等        ２６,６６６百万円 

うち国府等補助金     １５,１９４百万円 

純行政コスト（△）    ４０,４５３百万円（757） 

（税収等でまかなうコスト） 

その他             ６５百万円（△173） 

 

本年度末純資産残高 

  ５０,０７５百万円     

 

 令和５年度は、前年度と比べて純資産が約１４億７,２００万円の増となっています。純資産の

増要因となる、税収や国府等補助金の財源は、地方交付税の増額などにより、前年度より約４.３億

円増加し、行政コスト計算書で解説した要因により、前年度と比べて約７.６億円増加した純行政

コストを上回ったため、結果として純資産残高は増加しました。 

 

 

  

行政コスト計算書より 
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④ 資金収支計算書（キャッシュフロー計算書） 

・資金収支計算書とは、一年間における行政活動に伴う現金等の資金の流れを、「業務活動収支」

「投資活動収支」「財務活動収支」の３つの性質別に表示したものです。 

・本市がどのような活動に資金を使ったかを表示しています。 

 

 令和５年度決算における資金収支計算書の概略（一般会計等） 

業務活動収支（行政サービス実施による収支） 

２,０３４百万円  

（前年度比△１,６６２百万円） 

  

業務支出（△）４０,８３３百万円（前年度比 1,703） 

業務収入（＋）３９,８４７百万円（945） 

臨時支出（△）   ７７百万円（72） 

臨時収入（＋） ３,０９７百万円（△832） 

 

投資活動収支（固定資産の購入・売却による収支） 

△１,５４７百万円  

（前年度比５６６百万円） 

  

投資活動支出（△）３,８７１百万円（83） 

投資活動収入（＋）２,３２４百万円（649） 

 

財務活動収支（借入・返済による収支） 

△１,１８３百万円  

（前年度比２０４百万円） 

  

財務活動支出（△）２,８７４百万円（481） 

財務活動収入（＋）１,６９１百万円（68５） 

 

本年度資金収支額         △６９６百万円 

（前年度比△８９２百万円） 

  

＋ 

前年度末資金残高          １,１７１百万円 

（前年度比１９６百万円） 

| | 

本年度末資金残高           ４７５百万円 

（前年度比△６９６百万円） 

＋ 

本年度末歳計外現金残高          ３８４百万円 

（前年度比△１６百万円） 

| | 

本年度末現金預金残高            ８５９百万円 

（前年度比△７１１百万円） 

 

 令和５年度の資金収支額は、収入が支出を約６億９,６00 万円下回る単年度赤字となってお

り、前年度から約８億９,２００万円減となっています。 

歳計外現金も約１,６００万円減少したため、繰越金である前年度末資金残高等を足した本年度

末現金預金残高は、前年度と比べて約７億１,１００万円の減となりましたが、約８億５,９００万

円の黒字を維持しています。 

主な業務支出 

 人件費等支出      ８,５４６百万円 

社会保障給付     １３,４３２百万円 

主な業務収入 

税収等収入     ２６,６０７百万円 

国府等補助金収入 １１,５５７百万円 

主な投資活動支出 

公共施設整備費     ２,２６２百万円 

基金積立金        ７１２百万円 

貸付金支出       ８９７百万円 

主な投資活動収入 

 基金取崩収入      ８７６百万円 

 貸付金元金回収     ９０１百万円 

 

主な財務活動支出 

 地方債償還支出    ２,８７４百万円 

主な財務活動収入 

地方債発行収入    １,６９１百万円 

貸借対照表の現金預金と一致 
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○ 本市では、「一般会計等」「全体会計」「連結会計」ベースでそれぞれ財務書類４表を作成して

います。対象となる会計の範囲は下図のとおりです。 

 

 

  

 

　　・大阪府後期高齢者医療広域連合

　　・大阪広域水道企業団

　　・南河内環境事業組合

　　・大阪府都市ボートレース企業団

　　・富田林市福祉公社

　　・富田林市文化振興事業団

　　・富田林市公園緑化協会

　　・富田林学校給食株式会社

　　・富田林市社会福祉協議会

　　・国民健康保険事業特別会計

　　・介護保険事業特別会計

　　・後期高齢者医療事業特別会計

　　・水道事業会計

　　・下水道事業会計

　　・一般会計

　　・南河内広域行政共同処理事業特別会計

連結会計ベース

全体会計ベース

一般会計等ベース

財務書類の対象となる会計 
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① 貸借対照表（バランスシート） 

 令和５年度決算における連結会計の貸借対照表の概略 

資産 

１６８,０５５百万円     

（前年度比△１,９５２百万円）    

負債（将来世代への負担） 

８６,２２２百万円     

（前年度比△３,３５８百万円）    

                （前年度比） 

事業用資産  ５６,４８７百万円（343） 

うち土地  ３２,４６５百万円 

うち建物  ２２,８６４百万円 

インフラ資産  ７９,７９０百万円（△967） 

うち土地   １３,２６０百万円 

うち工作物 ６２,９２４百万円 

基金      １５,６２０百万円（△163） 

現金預金     ６,０１１百万円（△534） 

その他        １０,１４７百万円（△631） 

 

                  （前年度比） 

地方債     ４７,２２８百万円（△1,698） 

引当金      ６,５５１百万円（△959） 

その他     ３２,４４３百万円（△701） 

 

純資産 

８１,８３３百万円     

（前年度比１,４０６百万円）    

 

純資産合計   ８１,８３３百万円（1,406） 

 

資産合計    

１６８,０５５百万円     

（前年度比△１,９５２百万円）    

負債及び純資産合計  

１６８,０５５百万円     

（前年度比△１,９５２百万円）    

 

 令和５年度は、前年度と比べて、資産が約１９億５,２００万円の減となりました。その主な要

因は、一般会計における多文化共生・人権プラザの建設事業などによる増（約３.３億円）などで

事業用資産が約３億４,３００万円の増となったものの、下水道事業会計における減価償却による

減（約△８.８億円）や、大阪広域水道企業団における比例連結割合の変更に伴う資産額の減（約

△５.２億円）などでインフラ資産が約９億６,7００万円の減、一般会計における現金預金の減

（約△７.１億円）などにより現金預金が約５億３,４００万円の減となったことなどにより、資産

の減少額が、増加額を上回ったことです。 

 また、負債は約３３億５,８００万円の減となりました。主な要因は、一般会計における繰上償還

の実施などによる地方債残高の減（約△１１.８億円）や、下水道事業会計における地方債償還が進

んだことによる地方債残高の減（約△６.９億円）、水道・下水道事業会計で長期前受金iiが収益化さ

れたことなどによるその他負債の減（約△１０.９億円）などです。 

 資産から負債を引いた純資産は約１４億６００万円の増となりました。 

 

  

                                                   
ii 長期前受金：公営企業会計において、資産取得時に財源とした補助金等のこと。資産の減価償却に応じて長期前受金戻入として

収益化される。 

連結会計における財務書類４表の概要 
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② 行政コスト計算書 

 令和５年度決算における連結会計の行政コスト計算書の概略 

費用合計    ８８,５８３百万円 

（前年度比９０３百万円）    

収益合計      ９,７５８百万円 

（前年度比△１,１９６百万円）    

                 （前年度比） 

 人件費      ９,２０６百万円（△961） 

物件費等    １４,７３７百万円（△1,211） 

補助金等     ４６,５８４百万円（2,831） 

社会保障給付  １３,４３３百万円（588） 

その他           ４,６２３百万円（△343） 

 

                 （前年度比） 

使用料・手数料     ４,２４６百万円（238） 

その他収益         ５,４８２百万円（△1,427） 

資産売却益             ３０百万円（△7） 

 

純行政コスト   ７８,８２５百万円 

（前年度比２,０９９百万円）    

 

令和５年度は、純行政コストが約２０億９,９００万円の増となりました。その主な要因は、費

用において、一般会計で人件費（約△１０.9 億円）、物件費等（約△１０.6 億円）の減があった

ものの、補助金等で一般会計（約１３.７億円）、介護保険事業特別会計（約５.9 億円）、大阪府後

期高齢者医療広域連合（約１１.7 億円）がそれぞれ増となり、収益において、大阪府都市ボート

レース企業団が減（約△１１.2 億円）となったことで、費用の増額と収益の減額の差引により増

額となったことです。 

 

 

③ 純資産変動計算書 

 令和５年度決算における連結会計の純資産変動計算書の概略 

前年度末純資産残高    ８０,４２７百万円 

年度中の純資産の増減    １,４０７百万円 

（前年度比△１,５２３百万円）    

                     （前年度比） 

純資産の増加（＋）       ７９,９９１百万円（△6,450） 

うち税収等               ４３,９６５百万円 

うち国府等補助金         ３６,０２６百万円 

純行政コスト（△）       ７８,７２５百万円（△2,099） 

その他                    １４１百万円（6,926） 

 

本年度末純資産残高    ８１,８３４百万円    

  

令和 5 年度は、前年度と比べて、純資産残高が約１４億７００万円の増となりました。その主

な要因は、一般会計で非課税世帯等への物価高騰対策給付金などによる補助金等の増などで純行

政コストが増（約７.６億円）となりましたが、普通交付税の増などにより税収等の財源額が純行

政コストを上回ったことなどにより純資産残高が増（約１４.７億円）となったこと、水道事業会

計で長期前受金の戻入（約４.４億円）などにより純資産残高が増（約２億円）となったこと、国

民健康保険事業特別会計で新型コロナウイルス感染症による受診控えの影響が縮小したことなど

により医療費支出が増えたことなどによる純行政コストの増（約１.６億円）などで純資産残高が

減（約△２.３億円）となったことなどです。 
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④ 資金収支計算書（キャッシュフロー計算書） 

 令和５年度決算における連結会計の資金収支計算書の概略 

業務活動収支         ３,９４０百万円 

（前年度比△１,４１４百万円） 

投資活動収支        △３,０２６百万円 

（前年度比１,５４３百万円） 

財務活動収支        △１,３５６百万円 

（前年度比△１２２百万円） 

本年度資金収支額       △４４２百万円 

（前年度比７百万円） 

＋ 

前年度末資金残高       ６,１４６百万円 

（前年度比△４１３百万円） 

＋ 

比例連結割合変更に伴う差額   △７７百万円 

（前年度比△１１３百万円） 

| | 

本年度末資金残高       ５,６２７百万円 

（前年度比△５１９百万円） 

＋ 

本年度末歳計外現金残高      ３８４百万円 

（前年度比△１６百万円） 

| | 

本年度末現金預金残高          ６,０１１百万円 

（前年度比△５３４百万円） 

  

令和５年度は、前年度と比べて、年度末現金預金残高が約５億３,４００万円の減となりまし

た。その主な要因は、水道事業会計で量水器取替費用の減などによる物件費の減などにより業務

活動収支の黒字額が増加したことなどで増（約２.９億円）となり、大阪府後期高齢者医療広域連

合で国県等補助金収入などの業務収入の増が補助金等支出などの業務支出の増を上回ったことな

どにより業務活動収支が黒字化したことなどで増（約１.９億円）となったが、一般会計で補助金

等支出や社会保障給付支出などの業務活動支出が増加したことなどにより減（約△７.１億円）、

国民健康保険事業特別会計で大阪府納付金などの補助金等支出の増などにより業務活動収支が赤

字となったことにより減（約△２.２億円）、大阪府都市ボートレース企業団で収益収入が減とな

ったことなどにより減（約△１.３億円）となったことなどにより、現金預金残高の増額を減額が

上回ったことです。 
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○ 住民１人当たりの資産 [総資産÷人口] 

 ・資産額を住民基本台帳人口iiiで除して住民１人あたり資産額としたものです。 

   令和５年度の資産額は、前年度と比べて一般会計等は横ばい、連結会計は減となりました。

また人口は７６３人の減となっています。 

一般会計等では資産と人口がともに減少したため１人当たり資産が前年度と同額となりま

した。連結会計においても資産と人口がともに減少したものの、資産の減少率が人口の減少率

を上回ったため、７千円減となりました。 

 

   一般会計等ベース  ７８万２千円（前年度： ７８万２千円） 

   連結会計ベース  １５６万６千円（前年度：１５７万３千円） 

 

  

 

 

○ 住民１人当たりの負債 [総負債÷人口] 

 ・負債額を住民基本台帳人口で除して住民１人あたり負債額としたものです。 

   令和５年度の負債額は、前年度と比べて一般会計等及び連結会計ともに減少しており、1 人

当たり負債額は、一般会計等では１万８千円減、連結会計では２万６千円減となっています。 

 

   一般会計等ベース  ３１万５千円（前年度：３３万３千円） 

   連結会計ベース   ８０万３千円（前年度：８２万９千円） 

 

  

                                                   
iii 人口：令和６年１月１日の人口（１０７,３４２人）で計算。 

（参考：前年度 令和５年１月１日の人口 １０８，１０５人） 

財務書類の数値を用いた指標 
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○ 住民 1 人当たりの行政コスト [純行政コスト÷人口] 

 ・行政コストを住民基本台帳人口で除して住民 1 人当たり行政コストとしたものです。資産形

成につながらない行政サービス等が住民一人当たりいくらかかっているのかを表しています。 

   令和５年度の行政コストは、前年度と比べて一般会計等、連結会計ともに増となり、1 人当

たりの行政コストは、一般会計等では１万円増、連結会計では２万４千円増となっています。 

 

   一般会計等ベース  ３７万７千円（前年度：３６万７千円） 

   連結会計ベース   ７３万４千円（前年度：  ７１万円） 

 

  

 

 

〇 歳入額対資産比率 [総資産÷歳入総額] 

 ・歳入の総額に対する資産の比率を算出することにより、これまでに現金等（フロー）を使って

形成された資産（ストック）が、単年度あたりの歳入の何年分にあたるかを表すことで、資産

形成の度合いを測ることができます。 

   令和５年度は、前年度と比べて、資産総額は減となり、歳入総額が増加したため、歳入額対

資産比率は０.０８ポイント減となりました。 

 

一般会計等ベース  １．７４（前年度１．８２） 
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○ 有形固定資産減価償却率 [減価償却累計額計÷有形固定資産取得価額計] 

 ・有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を算出することに

より、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握すること

ができます。有形固定資産減価償却率は１００％に近いほど償却資産の老朽化が全体として進

行しつつあり、近い将来に施設等の維持更新のための投資が必要となる可能性が高くなります。 

   令和５年度は、前年度と比べて、一般会計等で０.６ポイント増、連結会計で１.０ポイント

増となっており、資産の取得より償却が進んでいる状態が続いています。 

 

   一般会計等ベース  ６８．２％（前年度：６７．６％） 

   連結会計ベース   ５２．７％（前年度：５１．７％） 

  

  
 

 

○ 純資産比率 [純資産÷総資産] 

 ・地方公共団体が所有する資産のうち純資産の部分は、過去及び現世代の負担によるもので、負

債の部分は将来の返済が必要なものとして将来世代が負担することになります。そのため、純

資産の変動は、将来世代と過去及び現世代との間で負担の割合が変動したことを意味します。

将来負担を過重にしないためにも純資産比率は高いほうが良いとされています。 

   令和５年度は、前年度と比べて、一般会計等で２.２ポイント増、連結会計で１.４ポイント

増となっており、将来世代が負担する割合が減となっています。 

 

   一般会計等ベース  ５９．７％（前年度：５７．５％） 

   連結会計ベース   ４８．７％（前年度：４７．３％） 
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〇 将来世代負担比率（社会資本等形成の世代間負担比率）  

 [地方債残高÷有形・無形固定資産合計] 

 ・有形固定資産等の社会資本等について、資産形成された額の財源のうち、将来の償還等が必要

な負債（臨時財政対策債など資産形成に寄与しない負債は除く）によって調達された割合を比

較することにより、社会資本等形成に係る将来世代の負担の程度を把握することができます。 

   令和５年度は、前年度と比べて一般会計等で０.３ポイント減となっており、純資産比率と

同様に将来世代が負担する割合が減となっています。 

 

   一般会計等ベース  １８．５％（前年度：１８．８％） 

 

  

 

 

〇 基礎的財政収支（プライマリーバランス） [業務活動収支＋投資活動収支] 

 ・資金収支計算書上の業務活動収支（支払利息支出を除く。）と投資活動収支（基金積立金支出

及び基金取崩収入を除く。）を合算したもので、地方債に係る歳入・歳出を除いた収支のバラ

ンスを示しており、社会保障や公共事業などの行政サービスに係る経費を、市税等の税収でど

れだけ賄えているかを示す指標です。 

ただし、基礎的財政収支は国家財政の財政健全化に関しては重要な指標と位置付けられてい

ますが、原則として赤字公債ivに依存することができない地方公共団体の財政に関しては、健

全化を判断する比率とは異なるとされています。また、基礎的財政収支には地方債の発行収入

が算入されないことから、地方債を発行して公共施設の整備を行った場合、整備費用は基礎的

財政収支に算入されますが、その財源となる地方債は算入されず、収支が悪化する構造となっ

ています。そのため、基礎的財政収支が黒字であるか赤字であるかは、市の財政状況を一概に

評価できるものではないといえます。 

   令和５年度の基礎的財政収支は、業務活動収支が約１７億円、投資活動収支が約７億円それ

ぞれ悪化となり、前年度と比べて約２４億円悪化しました。業務活動収支においては、非課税

世帯等への物価高騰対策給付金などにより業務収入、業務支出ともに増があったものの、南河

内環境事業組合負担金の増や介護・訓練等給付費などの社会保障給付支出の増などで業務支出

が増となり、投資活動収支では多文化共生・人権プラザ建設事業や既存施設の改修工事などに

より公共施設等整備費支出が増加したことが要因となります。 

 

 

                                                   
iv 赤字公債：国や地方自治体が一般会計の歳入不足を補うために発行する赤字国債や赤字地方債の総称。 

 赤字地方債：臨時財政対策債、減収補てん債、退職手当債などが該当。 
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 一般会計等ベース ４億３,５００万円（前年度：２８億３,０００万円） 

 

  
 

 

〇 受益者負担の割合 [経常収益÷経常費用] 

・行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担の金額

であるため、これを経常費用（行政サービス提供に係る負担）と比較することにより、行政

サービスの提供に対する受益者負担の割合を算出したものです。 

   令和５年度は、前年度と比べて、一般会計等の経常費用は物価高騰対策補助金の実施や介

護・訓練給付などの社会保障給付の増などにより増加し、使用料等の経常収益の増加率を上回

ったため、受益者負担の割合は０.１ポイント減となりました。また連結会計では、都市競艇企

業団などの経常収益が減ったことなどにより１.４ポイント減となりました。 

 

一般会計等ベース   ４．０％（前年度： ４．１％） 

   連結会計ベース   １１．０％（前年度：１２．４％） 
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